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入  札  説  明  書

国立大学法人東海国立大学機構の特定調達契約に係る入札公告（令和 7 年 7 月 1 日付け）に基づ

く入札等については、東海国立大学機構における政府調達に関する協定その他国際約束に係る物品

等又は特定役務の調達取扱細則（以下「細則」という。）、東海国立大学機構発注工事請負等契約

取扱要項及び入札公告に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。

１ 契約責任者等

(1) 契約者名 国立大学法人東海国立大学機構 機構長 松尾 清一

(2) 契約責任者 国立大学法人東海国立大学機構 財務担当理事

(3) 所属部局名 国立大学法人東海国立大学機構

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 23 

(4) 所在地

２ 調達内容

(1) 品目分類番号

(2) 購入等件名及び数量

(3) 調達件名の特質等

(4) 納入期限

(5) 納入場所

〒464-8601 名古屋市千種区不老町 1 

24 

キャピラリー電気泳動システム 一式

詳細は、別冊仕様書による。

令和 8 年 3 月 24 日 

 名古屋大学糖鎖生命コア研究所指定の場所

(6) 入札方法

落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行うので、

① 競争加入者又はその代理人（以下「競争加入者等」という。）は、物品代金の前金払の

有無、前金払の割合又は金額、部分払の有無又はその支払回数等の契約条件を別冊契約書

（案）及び東海国立大学機構物品供給契約基準（以下「契約基準」という。）に基づき十分

考慮して入札金額を見積るものとする。

また、購入物品の本体価格のほか、輸送費、保険料、関税等納入に要する一切の諸経費を

含め入札金額を見積るものとする。 

② 落札決定に当たっては、電子入札システムに入力された金額に当該金額の 10 パーセン

トに相当する額を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、競争加入者等は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の 110 分の 100 に相当する金額を電子入札システムに入力しなければならない。

(7) 入札保証金及び契約保証金 免除
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３ 競争参加資格 

(1) 次の事項に該当する者は、競争に参加する資格を有さない。 

① 成年被後見人、未成年者（婚姻又は営業許可を受けている者を除く。）、被保佐人及び

被補助人並びに破産者で復権を得ない者 
 なお、未成年者、被保佐人及び被補助人であって、契約締結に必要な親権者、後見人、

保佐人又は補助人の同意を得ている者を除く。 

② 以下の各号のいずれかに該当し、機構から参加制限を受けている期間中の者（これを代

理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同様とする。） 

(ｱ) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為をしたとき 

(ｲ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合したとき 

(ｳ) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき 

(ｴ) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき 

(ｵ) 正当な理由がなくして契約を履行しなかったとき 

(ｶ) この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者

を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した

とき 

(2) 国立大学法人東海国立大学機構（以下「機構」という。）が認定した競争参加資格又は、

文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において、令和 7 年度に東海・北陸地域の「物

品の販売」の A、B 又は C 等級に格付けされている者であること。 
 なお、競争参加資格を有しない競争加入者は、速やかに資格審査申請を行う必要がある。

本学における競争参加資格に関する問い合わせ先は、次のとおり。 

〒464-8601 名古屋市千種区不老町 1 
国立大学法人東海国立大学機構財務部財務課総括グループ 
TEL 052-789-2057 

(3) 入札公告において法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある者から

調達する場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証明した者であること。 

(4) 入札公告において国際規格・日本工業規格等を指定した場合にあっては、当該規格の物品

を納入できることを証明した者であること。 

(5) 入札公告において特定銘柄物品名又はこれと同等のものと特定した場合にあっては、これ

らの物品を納入できることを証明した者であること。 

(6) 入札公告において研究開発の体制が整備されていることとした場合にあっては、当該体制

が整備されていることを証明した者であること。 

(7) 入札公告においてアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることとした場

合にあっては、当該体制が整備されていることを証明した者であること。 
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(8) 公正性かつ無差別性が確保されている場合を除き、本件調達の仕様の策定に直接関与して

いない者であること。 

(9) 本件調達の入札において、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和

22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」という。）に違反し、価格又はその他の点に関し、

公正な競争を不法に阻害するために入札を行った者でないこと。 

(10) 契約責任者から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

４ 入札書類の提出場所等 

(1) 入札書類並びに入札公告及び入札説明書に示した物品を納入できることを証明する書類

（以下「納入できることを証明する書類」という。）の提出場所、契約条項を示す場所並び

に問い合わせ先 

〒464-8601 名古屋市千種区不老町 1 

国立大学法人東海国立大学機構財務部経理第一課契約グループ 日比野 真奈 

TEL 052-789-5666 

(2) 入札説明会の日時及び場所 

実施しない 

(3) 入札書類の受領期限 

令和 7 年 8 月 28 日 17 時 00 分 

（一般書留郵便あるいは同等の発送方法により提出する場合には、本期限までに前記４

の(1)の住所において機構の職員が受領すること。） 

(4) 入札書類の提出方法 

① 競争加入者等は、別冊の仕様書、図面、契約書（案）及び契約基準を熟覧のうえ入札し

なければならない。この場合において、当該仕様書等に疑義がある場合は、前記４の(1)
に掲げる者に説明を求めることができる。 

(5) 入札の無効 

入札において次の各号の１に該当するものは、これを無効とする。 

① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの 

② 入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなかった者の

提出したもの 

③ 細則第 10 条第 3 項の規定に基づき電子入札システムに金額を入力した場合で、当該資

格審査が開札日時までに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったときのもの 

④ その他入札に関する条件に違反したもの 

(6) 入札の延期等 
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競争加入者等が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執

行することができない状況にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこれを廃止

することがある。 

(7) 代理人による入札 

① 代理人が入札する場合は、入札時までに代理委任状を提出しなければならない。 

② 競争加入者等は、本件調達に係る入札について他の競争加入者の代理人を兼ねることが

できない。 

(8) 開札の日時及び場所 

令和 7 年 9 月 29 日 14 時 00 分 

電子入札による。 

(9) 開札 

① 開札は、電子入札にて行う。 

② 開札をした場合において、競争加入者等の入札のうち、予定価格の制限に達した価格の

入札がないときは、再度の入札を行う。再度入札の日時を別途通知のうえ実施する。 

 

５ その他 

(1) 契約手続きに使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

(2) 競争加入者等に要求される事項 

① この一般競争に参加を希望する者は、前記３の競争参加資格を有することを証明する書

類（以下「競争参加資格の確認のための書類」という。）及び納入できることを証明する

書類を添付して、前記４の(3)の入札書類の受領期限までに提出しなければならない。 

② 競争加入者等は、開札日の前日までの間において、契約責任者から競争参加資格の確認

のための書類及び納入できることを証明する書類その他入札公告及び入札説明書において

求められた条件に関し、説明を求められた場合には、競争加入者等の負担において完全な

説明をしなければならない。 

③ 競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、すべて当該

競争加入者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

(3) 競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

① 競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類は別紙１により作

成する。 

② 資料等の作成に要する費用は、競争加入者等の負担とする。 

③ 契約責任者は、提出された書類を競争参加資格の確認並びに入札公告及び入札説明書に

示した物品の技術審査以外に競争加入者等に無断で使用することはない。 

④ 一旦受領した書類は返却しない。 
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⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

⑥ 競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記載をした

と判断される場合には、入札公告及び入札説明書に示した物品の技術審査の対象としない。 

(4) 落札者の決定方法 最低価格落札方式とする。 

① 前記４の(4)に従い書類・資料を提出した競争加入者等であって、前記３の競争参加資格

及び入札説明書において明らかにした要求要件をすべて満たし、当該競争加入者等の入札

価格が本学が作成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った

競争加入者等を落札者とする。 

② 落札者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該競争加入者等にくじを引かせ、

落札者を決定するものとする。また、競争加入者等のうち出席しない者又はくじを引かな

い者があるときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決

定するものとする。 

③ 入札公告において特定銘柄物品名又はこれと同等のものと特定した場合において、競争

加入者等からの同等のものを供給するとの申し出により入札書類を受領した場合で、競争

加入者等から提出された資料等に基づき開札日の前日までに同等の物品であると判断した

場合にのみ当該者の入札を落札決定の対象とする。 

④ 契約責任者は、落札者を決定したときは、その日の翌日から７日以内に、落札者を決定

したこと、落札者の氏名及び住所並びに落札金額を、落札者とされなかった競争加入者等

に書面により通知する。 

⑤ 落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取り消

すものとする。 

⑥ 前記⑤のとき又は落札の決定後に契約の締結を辞退したときは、東海国立大学機構が発

注する契約に係る取引停止等の取扱要領に基づき、取引停止の措置を講じるものとする。 

(5) 手続きにおける交渉の有無  無 

(6) 契約書の作成 

① 競争入札を執行し、契約の相手方が決定したときは、契約の相手方として決定した日か

ら 10 日以内（契約の相手方が遠隔地にある等特別の事情があるときは、指定の期日まで）

に契約書の取り交わしをするものとする。 

② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が

契約書の案に記名押印し、更に契約責任者が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名押

印するものとする。 

③ 前記②の場合において、契約責任者が記名押印したときは、当該契約書の一通を契約の

相手方に送付するものとする。 

④ 契約責任者が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定しない

ものとする。 

⑤ 提出された入札機器の技術仕様等について、すべて契約書にその内容を記載するものと

する。 

(7) 支払条件 



 

- 6 - 

検査職員が行う納入検査に合格したのち、適法な請求書の受理により一回に支払うものと

する。 

(8) 調達件名の検査等 

① 落札者が提出した納入できることを証明する書類の内容は、仕様書等と同様にすべて納

入検査等の対象とする。 

② 納入検査終了後、当該物品を使用している期間中において、落札者が提出した納入でき

ることを証明する書類について虚偽の記載があることが判明した場合には、落札者に対し

て損害賠償等を求める場合がある。 

③ 前記②の虚偽記載、納期遅延等の契約違反などについては、東海国立大学機構が発注す

る契約に係る取引停止等の取扱要領に基づき、取引停止の対象となる場合がある。 

 

 

 

 

（添付書類） 

別紙  競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

別紙様式 委任状記載例 

別冊  入札説明書補足資料 参考記載例 

別冊  契約書（案） 

別冊  仕様書 
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別 紙 

 

競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

 

 
１ 競争参加資格の確認のための書類   

(1) 令和 7 年度の参加資格審査結果通知書（機構が認定した資格又は全省庁統

一資格）の写し 
･･････ 1 部 

(2) 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある場合にあっ

ては、その許可書の写し 
･･････  部 

(3) 入札公告において国際規格・日本工業規格等を指定した場合にあっては、当

該規格の物品を納入できることを証明した書類 
･･････  部 

(4) 入札公告において特定銘柄物品名又はこれと同等のものと特定した場合に

あっては、これらの物品を納入できることを証明した書類 
･･･････  部 

(5) 入札機器を納入できることを証明する次の各号の書類   

  ①代理店証明書等 ･･･････ 1 部 

  輸入品 ： 外国メーカー → 日本総販売代理店 → 取扱店 
               （外国語で作成の場合は、和訳を添付） 

国産品 ： 国内メーカー → 販売元 → 代理店 → 取扱店 

 

 ②販売委任状 （別冊参考記載例 1 を参照） 
（①の代理店証明書等を提出する場合は不要） 

･･･････ 1 部 

  ③納入確約証明書 （別冊参考記載例 2 を参照） ･･･････ 1 部 

(6) 入札公告において研究開発の体制が整備されていることとした場合にあっ

ては、当該体制が整備されていることを証明した書類 
･･･････  部 

(7) アフターサービス・メンテナンス体制が整備されていることの証明書 
                    （別冊参考記載例 3 を参照） 

･･･････ 1 部 

(8) 委任状（競争加入者が、入・開札に応じる場合は不要） ･･･････ 1 部 
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２ 納入できることを証明する書類 

(1) 入札機器の技術仕様書等 

  技術仕様書は別冊の仕様書に示す技術的要件の項目に応じて入札機器の性能等を数値又は

具体的な表現で記載すること。 

  ①提案書 （別冊参考記載例 4-1 参照） ･･･････ 4 部 

  ②構成一覧 （別冊参考記載例 4-2 参照） ･･･････ 4 部 

  ③提案技術仕様書 （別冊参考記載例 4-3 参照） ･･･････ 4 部 

(2) 入札機器のカタログ ･･･････ 4 部 

(3) 入札機器の平面図 ･･･････ 4 部 

(4) 入札機器の構成図・構成内訳 ･･･････ 4 部 

(5) 入札機器の設置に係る工事等図面 ･･･････  部 

(6) アフターサービス・メンテナンス体制が整備されていることの証明書 ･･･････ 4 部 

(7) その他、提出は任意であるがあれば望ましいもの 
 （公表された技術データ、提案設備を使用しての研究発表等の文献等） 

･･･････ 4 部 

    

３ その他の書類   

(1) 参考見積書 ･･･････ 1 部 

(2) 入札機器の定価証明書又は定価表 

 輸入品の場合は、定価設定日（令和○○年○○月○○日付）を明記する

こと。 

･･･････ 1 部 

(3) 入札機器の納入実績表 ･･･････ 1 部 
 
注）１．前記提出書類のうち、今回提案する入札機器には必要としない書類がある場合は、入札書

類の提出時までに連絡すること。 
２．その他、前記提出書類のほかに補足資料の提出を求める場合がある。 
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【委任状記載例 (1)社員等が入札のつど競争加入者の代理人となる場合】 
 

委 任 状 
 

令和○○年○○月○○日 

 
国立大学法人東海国立大学機構  御中 

 
 
      委任者（競争加入者） 

       住所 ○○市○○区○○町 1-1 
        ○○○○株式会社 

       氏名 代表取締役 ○ ○ ○ ○   

 
 
 
私は、○○ ○○を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 
 

記 
 
 
令和 7 年 9 月 29 日国立大学法人東海国立大学機構において開札される「キャピラリー電気泳動

システム 一式」の一般競争入札に関する件 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）これは記載例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。 



 

- 10 - 

【委任状記載例 (2)支店長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合】 
 

委 任 状 
 

令和○○年○○月○○日 

 
国立大学法人東海国立大学機構  御中 

 
      委任者（競争加入者） 

       住所 ○○市○○区○○町 1-1 
        ○○○○株式会社 

       氏名 代表取締役 ○ ○ ○ ○   

 
私は、下記の者を代理人と定め、貴機構との間における下記の一切の権限を委任しています。 

 
記 

 
 受任者（代理人） 住所 ○○市○○区○○町 2-2 
     ○○○○株式会社 ○○支店 

    氏名 支店長 ○ ○ ○ ○ 

 
 委任事項  １．入札及び見積りに関する件 
    ２．契約締結に関する件 
    ３．入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 
    ４．契約物品の納入及び取下げに関する件 
    ５．契約代金の請求及び受領に関する件 
    ６．復代理人の選任に関する件 
 
 委任期間  令和○○年○○月○○日 から 令和○○年○○月○○日 まで 

 

  
 
 
 
 
 
 
 

（注）これは記載例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。 
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【委任状記載例 (3)支店等の社員等が入札のつど競争加入者の復代理人となる場合】 
 

委 任 状 
 

令和○○年○○月○○日 

 

国立大学法人東海国立大学機構  御中 

 

      委任者（競争加入者の代理人） 

       住所 ○○市○○区○○町 2-2 
        ○○○○株式会社 ○○支店 

       氏名 支店長 ○ ○ ○ ○   

 
 
私は、○○ ○○を○○○○株式会社 代表取締役 ○○ ○○（競争加入者）の復代理人と定

め、下記の一切の権限を委任します。 

 

記 
 
 
令和 7 年 9 月 29 日国立大学法人東海国立大学機構において開札される「キャピラリー電気泳動

システム 一式」の一般競争入札に関する件 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  （注）１．この場合、競争加入者からの代理委任状（復代理人の選任に関する委任が含まれ

ていること。）が提出されることが必要であること。（記載例(2)を参照） 
  （注）２．これは記載例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札説明書補足資料  

 

 

 

参 考 記 載 例 
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【参考記載例 1】 

 

販 売 委 任 状 

 

 

                                                      令和○○年○○月○○日 

 

 

 国立大学法人東海国立大学機構 御中 

 

 

 

                                   住 所   ○○市○○区○○町 3-3 
                                   会社名   □□□□株式会社 

                                   代表者氏名 代表取締役 ○ ○ ○ ○  

 

 

 

 弊社は，令和 7 年 7 月 1 日付け官報入札公告の キャピラリー電気泳動システム 

一式 の調達において，○○○○株式会社と機構が物品供給契約を締結した場合，下記

装置の機構への販売を○○○○株式会社に委任します。 

 

 

                                     記 

 

 

○○○○○○装置 □□□□株式会社製 ◇◇◇◇型  1 台 
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【参考記載例 2】 

 

 

                                                      令和○○年○○月○○日 

 

 

納 入 確 約 証 明 書 

 

 

 

 

  国立大学法人東海国立大学機構 御中 

 

 

 

 

                                  住 所   ○○市○○区○○町 1-1 
                                  会社名   ○○○○株式会社 

                                  代表者氏名 代表取締役 ○ ○ ○ ○  

 

 

 

 

 弊社は，令和 7 年 7 月 1 日付け官報入札公告の キャピラリー電気泳動システム 

一式 の調達において，弊社と機構が物品供給契約を締結した場合，当該装置一式を納

入期限（令和 8 年 3 月 24 日）までに機構の指定場所へ納入できることを証明します。  
  



- 3 - 
 

【参考記載例 3】 

 

 

アフターサービス・メンテナンス体制証明書 
 

                                                    令和○○年○○月○○日 

 

 国立大学法人東海国立大学機構 御中 

 

 

                                  住 所   ○○市○○区○○町 1-1 
                                  会社名   ○○○○株式会社 

                                  代表者氏名 代表取締役 ○ ○ ○ ○  

 

 

 

 弊社は，「キャピラリー電気泳動システム 一式」において，次のとおりの体制を整

えていることを証します。  

 

国 立 大 学 法 人  東 海 国 立 大 学 機 構 

        

  依頼、相談    回答、保守体制 

 

○○○○株式会社 ○○支店 

営業担当：○○ ○○ TEL:000-000-0000     回答、保守体制 

 

  依頼、相談    回答、保守体制 

 

○○○○株式会社 ○○支店 

技術担当：○○ ○○ TEL:000-000-0000 
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【参考記載例 4-1】 

 

 

国 立 大 学 法 人 東 海 国 立 大 学 機 構 

 

キャピラリー電気泳動システム 一式  
 

ご 提 案 技 術 仕 様 書 

 

 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

○○市○○区○○町○○丁目○○番地 

 

○○○○株式会社 

 

代表取締役 ○ ○ ○ ○  

 

 

 

  注 用紙サイズは，Ａ列４判とする。 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

令和 7 年 7 月 1 日付け官報入札公告の「キャピラリー電気泳動システ

ム 一式」の入札に関する関係書類を提出いたしますので，ご査収くだ

さい。  
貴機構のご要求内容を十分に検討しました結果，弊社取扱製品におい

て，別添の構成一覧表からなる「○○○○システム」をご提案いたしま

す。 

本提案システムは，貴機構のご要求を十分満たしており，必ずお役に

たつものと考えていますので，何卒，本提案書ご高覧の上，ご配慮くだ

さいますようお願い申しあげます。 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

  注 用紙サイズは，A 列 4 判とする。 

 

※ 添付書類として，構成一覧表【参考記載例 4-2】及び提案技術仕様書【参考記載例

4-3】を添付する。 
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【参考記載例 4-2】 

 

                     ○○○○システム一式 構成一覧表 

 

 

品    名 

 

規格 (ﾒｰｶｰ名･型式等) 
 

数  量 

 

備  考 

 

１ 

 

 

 

 

 

○○○○装置本体 

 内訳 ○○操作部 

      ○○記憶装置 

      ○○記録部 

      ○○○○○○ 

 

□□□□・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

 

      ○式 

○台 

○台 

○台 

○台 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 2-1 
 

 

 

 2-2 
 

 

 

 

○○○○システム 

内訳 本体 (ｺﾝﾄﾛﾗ内蔵) 
     ○○記録計 

     ○○ソフト 

     ○○○○○○ 

     本体 (ｺﾝﾄﾛﾗ内蔵) 
     ○○記録計 

     ○○ソフト 

     ○○○○○○ 

 

□□□□・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

□□□□・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

◇◇◇◇・□□□□ 

 

      ○式 

   ○式 

○台 

○台 

○台 

   ○式 

○台 

○台 

○台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

○○○○測定器 

 

□□□□・□□□□ 

 

      ○台 

 

 

 

４ 

 

○○○○分析器 

 

□□□□・□□□□ 

 

      ○台 

 

 

 

５ 

 

○○○○装置 

 

◇◇◇◇・◇◇◇◇ 

 

      ○基 

 

 

 

６ 

 

 

据付調整等 

 

 

 

 

 

      ○式 

 

 

 

 

 

 

 注１ 品名は，提案した製品名で差し支えないが，欧文名はカタカナで記載する。 

  ２ 外国製品の場合は，生産国名を含めて記載する。 

  ３ 用紙サイズは，A 列 4 判縦とする。 
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【参考記載例 4-3】 

 

                    ○○○○システム一式 提案技術仕様書 

 

                                               会社名 ○○○○株式会社 

 

仕様項目 

 

仕 様 項 目 内 容         

 

提 案 仕 様 内 容         

 

備   考 
 
１ 
 1-1 
  1-1-1 
  1-1-2 
  1-1-3 
   ～    
 1-2 
 
  1-2-1 
  1-2-2 
   ～    
２ 
 2-1 
  2-1-1 
  2-1-2 
  2-1-3 
   ～    
 2-2 
 
  2-2-1 
  2-2-2 
  2-2-3 
  2-2-4 
   ～    
 2-3 
 
  2-3-1 
  2-3-2 
 
   ～    
３ 
 3-1 
  3-1-1 
  3-1-2 
   ～    
 3-2 
 
  3-2-1 
   ～    
 

 
○○○○○○○○ｼｽﾃﾑ 
‥‥装置 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装置 
‥‥測定器 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
 
         ～          
‥‥装備 
‥‥分析器 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 

         ～          
 

 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 

         ～ 
 

 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 1-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 1-2,資料 1 
ｶﾀﾛｸﾞ 1-3,図 1 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 2-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 2-2,資料 2 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 3-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 3-2,資料 3 
ｶﾀﾛｸﾞ 3-3,文献 1 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 4-1,図 2 
ｶﾀﾛｸﾞ 4-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 4-2,資料 4 
ｶﾀﾛｸﾞ 4-3 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 5-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 5-2,資料 5 
 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 6-1 
ｶﾀﾛｸﾞ 6-2,資料 6 
 
 
 
ｶﾀﾛｸﾞ 7-1,図 3 
 
 

 

注１ 会社名は応札業者名とする。 

２ 「仕様項目」欄は，機構仕様書の項番を記載する。 

３ 「仕様項目内容」欄は，機構仕様書の仕様内容を記載する。（性能，機能以外

に関する要件も含める。） 

４ 「提案仕様内容」欄は，応札業者の提案仕様内容を記載する。なお，記載した

性能，機能等は「備考」欄に証明できる資料番号等を記載する。 

５ 「備考」欄に記載した資料（カタログ，図面，文献，証明書等）は，資料毎に

整理番号を付して，検索し易くする。 

６ 用紙サイズは，A 列 4 判とする。 
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【参考記載例 5】 

 

                ○○○○システム一式 提案仕様項目別対照表 ※ 

 

                             技術審査職員               ※ 

 

 

仕様項目 

 

仕 様 項 目 内 容         

 

提 案 仕 様 内 容         

 

審 査 結 果    

 

備 考 
 
１ 
 1-1 
  1-1-1 
  1-1-2 
  1-1-3 
   ～    
 1-2 
 
  1-2-1 
  1-2-2 
   ～    
２ 
 2-1 
  2-1-1 
  2-1-2 
  2-1-3 
   ～    
 2-2 
 
  2-2-1 
  2-2-2 
  2-2-3 
  2-2-4 
   ～    
 2-3 
 
  2-3-1 
  2-3-2 
 
   ～    
３ 
 3-1 
  3-1-1 
  3-1-2 
   ～    
 3-2 
 
  3-2-1 
   ～    
 

 
○○○○○○○○ｼｽﾃﾑ 
‥‥装置 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装置 
‥‥測定器 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 
 ……………………… 
 
         ～          
‥‥装備 
‥‥分析器 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～          
‥‥装備 
 
 ……………………… 

         ～          
 

 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 
 ……………………… 
         ～ 
 製品名,生産国名,ﾒｰｶｰ名, 
 型式,数量, 
 ……………………… 

         ～ 
 

 
 
 
 空  
 
 
 
 
 
 
 
 欄  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 空  
 
 
 
 
 
 
 
 欄  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

注１ ※の標題等は，1 頁のみ記載する。 

２ 「仕様項目」欄は，機構仕様書の項番を記載する。 

３ 「仕様項目内容」欄は，機構仕様書の仕様内容を記載する。（性能，機能以外

に関する要件も含める。） 

４ 「提案仕様内容」欄は，応札業者の提案仕様内容を記載する。 

５ 用紙サイズは，A 列 4 判縦とする。 
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【参考例：◇委任状、□入札書】  

会社 （競争参加資格者＝社長）  東海国立大学機構  （電子入札）  

            

１．競争加入者本人が参加   

社 長  社 長（社長が自ら入札する） 

 

【競争加入者】  

◇委任状なし 

 

【競争加入者】  

 

 

２．代理人が参加  

   

社 長  支店長、営業社員等   

【競争加入者】 

 

 

入札のつど代理人  

◇委任状記載例(1) 
 

【代理人】  

 

 

３．代理人に選任された復代理人が参加  

  

社 長   

 

【競争加入者】  

   

  

一定期間代理人  

◇委任状記載例(2) 

  

支店長等  営業社員等  

 
【代理人】  

 

 

入札のつど復代理人  

◇委任状記載例(3)  
【復代理人】  

 

 



 
 
 
 
 
 
 

キャピラリー電気泳動システム  一式 

Capillary electrophoresis system 1Set 

 
 
 

仕様書 

 
 
 
 

令和 7 年 6 月 

 

 

国立大学法人 

東海国立大学機構 



1 
 

 
1． 調達の背景及び目的 

名古屋大学糖鎖生命コア研究所では文部科学省大規模学術フロンティア促進事業「ヒ

ューマングライコームプロジェクト」で取得する大規模な糖鎖解析情報をナレッジベー

ス「TOHSA」に集約し、生命科学を解き明かすための基盤構築を進めている。同プロジ

ェクトでは、バイオバンクから提供される大量のコホートサンプルを正確かつ効率的に

解析をするために、解析に必要な前処理を自動化するロボットを開発しているが、グリ

コサミノグリカンの由来の硫酸化糖鎖の二糖の分離・定量測定がボトルネックとなって

いる。本装置はこれを解消し、解析作業を短縮化していくために必要な機器である。 

 
2． 調達物品名及び構成内訳 

キャピラリー電気泳動システム 一式 
（構成内訳） 
1． 本体部     1 式 
2． 検出部     1 式    
 

搬入、据付、配管、配線及び調整一式を含む 
 

3． 技術的要件の概要 
(1) 本件調達物品に係る性能・機能及び技術等（以下「性能等」という。）の要求要件 

（以下「技術的要件」という。）は別紙「調達物品にかかる技術的要件」に示すと 
おりである。 

(2) 技術的要件は、全て必須の要求要件である。 
(3) 必須の要求要件は、本学が必要とする最低限の要求要件を示しており、入札機器 

の性能等がこれを満たしていないとの判定がなされた場合には不合格となり、 
落札決定の対象から除外する。 

(4) 入札機器の性能等が、技術的要件を満たしているか否かの判定は、本学技術審査 
委員会（以下、「技術審査委員会」とする。）において、入札機器に係る技術仕様

書その他の入札説明書で求める提出資料の内容を審査（以下、「技術審査」とする。）

して行う。 
 
4． その他 

(1) 入札機器は、入札時点で製品化されていること。ただし、入札時点に製品化され 
ていない場合には、技術的要件を満たすことができる資料、納入時点で製品化さ 
れている根拠を十分に説明できる資料及び確約書等を提出すること。なお、これ 
らの適否は技術審査による。 
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(2) 提案書の記述内容が不明確である場合は、有効な提案書とみなさないので、留意 
すること。特に審査するにあたって、提案の根拠が不明確である、説明が不十分 
であるなどして、技術審査に重大な支障があると技術審査委員会が判断した場合 
は、要求要件を満たしていないものとみなす。 

また、提出された内容等について、問い合わせやヒアリングを行うことがある 
ので、提出資料等に関する照会先を明記すること。 

(3) 機器の搬入、据付、配管、配線及び調整（装置の操作方法についての技術講習を 
含む）に要する費用は、本調達に含まれること。 

(4) 導入スケジュールについては、本学担当者と協議し、その指示に従うこと。 
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別紙 
調 達 物 品 に か か る 技 術 的 要 件 

 
（包括的業務要件） 
 キャピラリー電気泳動システム 一式は本体部一式及び検出部一式で構成される。 
 
（性能・機能に関する要件） 
性能・機能に関しては、各構成について以下の要件を満たすこと。 

 

1 本体部 

1-1 キャピラリーの温調方式は、液冷式であること。 

1-2 キャピラリーの設定温度範囲は室温 25℃下で 15 ～ 60℃であること。 

1-3 キャピラリーセット形式は、専用カートリッジ形式であること。 

1-4 電圧制御範囲は、1 ～ 30 kV の範囲で 0.1 kV 刻みでプログラムが可能であるこ

と。 

1-5 電流制御範囲は、3 ～ 300 µAの範囲で 0.1 µA 刻みでプログラム可能であること。 

1-6 キャピラリー加圧・吸引制御は、-5 ～ +100 psi（-34 ～ +689 kPa）で制御可能

であること。 

1-7 バッファトレーは、Inlet・Outlet のそれぞれで、36 以上のバイアルポジション

を有すること。 

1-8 サンプルトレーは、Inlet・Outlet のそれぞれで、48以上の バイアルポジション

を有すること。 

1-9 サンプル温度制御は、4 ～ 60°C（室温 25°C）の範囲で制御可能であること。 

 

2 検出部 

2-1 波長選択式（UV）ディテクタの測定波長域は、 200、214、230、254 nm であるこ

と。 

2-2 フォトダイオードアレイ（PDA）ディテクタの測定波長域は、190 ～ 600 nm で、

データ取込頻度は 0.5 ～ 32Hz 以上、吸収スペクトル取込頻度は、0.5 ～ 32Hz 以

上であること。 

2-3 レーザー誘導蛍光（LIF）ディテクタの RFU レンジは、0 ～ 1000RFU 以上、対応

励起波長範囲は、300 ～700 nm以上、対応蛍光波長範囲は、350 ～750 nm以上であ

ること。 

2-4 488 nm 固体レーザーモジュールの出力は、3 mW以上であること。 

 
（性能・機能以外の要件） 



4 
 

1．障害支援体制 
 1-1 通報を受けてから 2 営業日以内に電話での一次対応、5 営業日以内に現場での復旧 

作業を開始できる体制であること。 
 
2．設置条件 
 2-1 本装置は名古屋大学糖鎖生命コア研究所が指定する場所に設置すること。 
 2-2 機器の搬入、据付、配管、配線及び調整を行うこと。 
 2-3 本学の用意した一次側設備以外に必要となる電源・空調等がある場合は、本調達の 

範囲内で供給者が用意すること。なお、本学で用意する設備は次の通りである。 
      電源： 100 – 120 V、 8A 

  設置環境（室内利⽤に限る）温度︓15 〜 30℃、湿度︓20 〜 60%※ただし

結露の無いこと 
   

2-4 本調達機器の設置に関し、機器の搬入、据付、配管、配線及び調整に伴い、万一本 
学の建物、設備等に損傷を与えた場合は、供給者の責任において現状に復すること。 

 2-5 「名古屋大学家具安全対策ガイドライン」の技術基準に基づいて地震対策を実施す

ること。なおこの技術基準に因り難い場合は、本学担当者と協議し、適切な方法

により耐震固定を行うこと。 
 
3．その他 
 3-1 操作マニュアルは、日本語版を電子媒体及び紙媒体で各 1 部提出すること。 
 3-2 装置を運転する職員に対して、操作方法についての技術講習を本学が指定する日時

に少なくとも 1 回行うこと。 
 3-3 機器の納入後 1 年間は、無償保証期間とすること。ただし、部品等の消耗品、メー 

カーの同意の無い改造、取扱説明書によらない動作による不具合については保証対 
象外とする。 

 3-4 本学が安全衛生法第 88 条（計画の届出）に関する労働基準監督署への届出が必要

な場合、届出を行うために必要な書類一式を作成し、設置作業開始日の 40 日前ま

でに本学へ提出すること。 
3-5  本機構の適正な会計処理を行うため、今後、機構が年１回実施する納入機器等の再

調達価格の調査において必要な書類を提出すること。 
 



 

 

物品供給契約書（案） 
 
供給すべき物品の表示 キャピラリー電気泳動システム 一式 
   （構成内訳は別紙のとおり） 
 
代 金 額 金             円也 
   （うち消費税額及び地方消費税額         円） 
 
 
 発注者 国立大学法人東海国立大学機構 と 供給者 ○○○○○○○○ との間において、

上記の物品（以下「物品」という。）について、上記の代金額で次の条項によって供給契約を締

結する。 
 
第 １ 条  供給者は、発注者に対し物品の供給をする。 
第 ２ 条  この契約において、供給者が履行すべき給付内容は、仕様書及び供給者が入札に際し

提出した入札機器の技術仕様書その他の書類で明記されたものとする。 
第 ３ 条  物品は、名古屋大学糖鎖生命コア研究所指定の場所に納入する。 
第 ４ 条  物品の納入期限は、令和 8 年 3 月 24 日とする。 
第 ５ 条  納品書は、東海国立大学機構財務部経理第一課に送付する。 
第 ６ 条  代金は、1 回に支払う。 
第 ７ 条  代金の請求書は、東海国立大学機構財務部経理第一課に送付する。 
第 ８ 条  物品の保証期間は、1 年とする。 
第 ９ 条  契約保証金は、免除する。 
第 10 条  この契約についての必要な細目は、東海国立大学機構物品供給契約基準（令和 5 年 4

月 1 日改訂）による。 
第 11 条  この契約について、発注者供給者間に紛争を生じたときは、双方協議の上これを解決

する。 
第 12 条  この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者供給者

間において協議して定める。 
 
 上記契約の成立を証するため、発注者供給者は次に記名押印する。 
 この契約書は 2 通作成し、双方で各 1 通を所持する。 
 
 
 令和  年  月  日 
 
 
    発注者  名古屋市千種区不老町 1 
      国立大学法人 東海国立大学機構 
      機構長     松尾 清一  印 
 
 
    供給者 （住 所） 
     （氏 名）           印 
 
 
      （代理人） 



別 紙 

 
 

キャピラリー電気泳動システム 一式 
 

（構成内訳） 

1． 本体部     1 式 
2． 検出部     1 式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

搬入、据付、配管、配線及び調整一式を含む 


